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介護保険制度創設前の制度の問題点

老人福祉
対象となるサービス

・特別養護老人ホーム等
・ホームヘルプサービス、デイサービス等

老人医療

対象となるサービス
・老人保健施設、療養型病床群、一般病院
・訪問看護、デイケア等

（問題点）
○市町村がサービスの種類、提供機関を決

めるため、利用者がサービスの選択をする
ことができない

○所得調査が必要なため、利用に当たって心
理的抵抗感が伴う

○市町村が直接あるいは委託により提供する
サービスが基本であるため、競争原理が働
か ず、サービス内容が画一的となりがち

○本人と扶養義務者の収入に応じた利用者
負 担（応能負担）となるため、中高所得層
にとって重い負担

（問題点）

○中高所得者層にとって利用者負担が福祉
サービスより低く、また、福祉サービスの基盤
整備が不十分であったため、介護を理由とす
る一般病院への長期入院（いわゆる社会的
入院）の問題が発生

→特別養護老人ホームや老人保健施設に比
べてコストが高く、医療費が増加

→治療を目的とする病院では、スタッフや生活

環境の面で、介護を要する者が長期に療養
する場としての体制が不十分

（居室面積が狭い、食堂や風呂がない等）

従来の老人福祉・老人医療制度による対応には限界
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利用者から見た従前の制度と介護保険制度の違い

従前の制度

① 行政窓口に申請し、市町村がサー
ビスを決定。

介護保険制度

② 医療と福祉に別々に申し込み。

利用者が自らサービスの種類や事
業者を選んで利用。

介護サービスの利用計画 （ケアプラ
ン） を作って、 医療 ・ 福祉のサービス
を総合的に利用。

③ 市町村や公的な団体（社会福祉
協議会など）中心のサービスの提供。

民間企業、農協、生協、ＮＰＯなど多
様な事業者によるサービスの提供。

④ 中高所得者にとって利用者負担が
重く、利用しにくい。

所得にかかわらず、１割の利用者負
担。
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２０００年４月末 ２０２３年３月末

第１号被保険者数 ２，１６５万人 ⇒ ３，５８５万人 １．７倍

２０００年４月末 ２０２３年３月末

認定者数 ２１８万人 ⇒ ６９４万人 ３．２倍

①６５歳以上被保険者の増加

②要介護（要支援）認定者の増加

③サービス利用者の増加

２０００年４月 ２０２３年３月

在宅サービス利用者数 ９７万人 ⇒ ３７３万人 ３．８倍

施設サービス利用者数 ５２万人 ⇒ ９６万人 １．８倍

地域密着型サービス利用者数 － ９１万人

計 １４９万人 ⇒ ５２３万人 ３．５倍

対象者、利用者の増加



訪問介護（11,014億円）

訪問看護

ステーション

（3,558億円*2）

特定施設入居者生活介護

（6,290億円*1）

福祉用具貸与

（3,679億円）

小規模多機能型

居宅介護

（2,804億円*1）

認知症対応型共同生活介護

（7,433億円*1）

居宅介護支援事業所

（5,273億円）

通所介護（12,768億円）

社会福祉法人

（社会福祉協議会を含む）

35%

医療法人

8%

営利法人（会社）

54%

特定非営利活動法人

（NPO）2%

協同組合1%

社会福祉法人

（社会福祉協議会を含む）

15%

特定非営利活動法人

（NPO）5%

営利法人（会社）

71%

協同組合2%

医療法人

5%
社会福祉法人

（社会福祉協議会を含む）

25%

特定非営利活動法人

（NPO）4%

医療法人

16%

営利法人（会社）

54%

社会福祉法人

（社会福祉協議会を含む）

22%

営利法人（会社）

69%

医療法人

7% 51%

25%

47%
16%

95%
62%

21%

6%

33%

5% 5%

11%

開設（経営）主体別事業所数の構成割合の例

※円の大きさは費用額の規模を表す

■地方公共団体 ■日本赤十字社・社会保険関係団体・独立行政法人
■社会福祉法人(社会福祉協議会を含む) ■医療法人 ■社団・ 財団法人 ■協同組合
■営利法人（会社） ■特定非営利活動法人（NPO） ■その他
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（単位：人・床）
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

介護医療院 認知症高齢者グループホーム 養護老人ホーム

軽費老人ホーム 有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

認知症高齢者グループホーム

有料老人ホーム
※サービス付高齢者向け住宅を除く

介護老人福祉施設

サービス付き高齢者向け住宅

介護老人保健施設

軽費老人ホーム

介護療養型医療施設

養護老人ホーム

363,600

介護医療院

高齢者向け施設・住まいの利用者数



・ フレイル予防
・ 就労支援
・ 地域づくり
・ DX
・ 外国人材 積極受入

高齢化の「坂」

・ 人余り
・ 単身化
・ 過疎地問題
・ 経済低成⾧

・ 人手不足
・ 単身化加速
・ 都心部問題・過疎地問題
・ 経済成⾧・賃金上昇は不透明

1990 2000 2020 2040

ゴールドプラン

介護保険

消費税5％ 消費税8％ 消費税10％

名目GDP：450兆円

消費税3％

2010 2030

1500万人
12％

3600万人
29％

2200万人
18％

220万人

620万人

1000万人

名目GDP：530兆円 名目GDP：500兆円 名目GDP：540兆円

《８５歳以上高齢者》

3900万人
35％

《６５歳以上高齢者》

110万人
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○ 日本の将来推計人口（2023年推計）においては、2100年には総人口が現状の半分程度
に減少すると見込まれている。

人口（万人）

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

6,278万人 5,104万人

9,112万人9,615万人

合計特殊出生率
1.33

（出所）2020年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）等、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2030年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2023年推計）」（左：出生中位（死亡中位） 右：出生低位（死亡中位））

1980 1990 2000 2010 20502020 20402030 20802060 2070 21002090

12,615万人

合計特殊出生率

65歳以上人口
64歳以下

人口

実績値
（国勢調査等）

日本の将来推計人口
（2023年推計）

出生中位

出生低位

出生中位 出生低位

我が国の将来推計人口
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保険者別の介護サービス利用者数の見込み

〇 各保険者（福島県内の保険者を除く）における、2040年までの介護サービス利用者数を推計すると、ピーク
を過ぎ減少に転じた保険者もある一方、都市部を中心に2040年まで増え続ける保険者が多い。

〇 また、最も利用者数が多くなる年の利用者数の2018年の利用者数との比（増加率）をみると、ほとんど増加
しない保険者がある一方、２倍超となる保険者も存在する。

※ 2018年度介護保険事業状況報告（厚生労働省）、2017年度介護給付費等実態調査（厚生労働省））から、保険者別の年齢階級別・サービス類型別・要介護度別利用率を算出し、
当該利用率に推計人口（日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）を乗じて、2025年以降５年毎に2040年までの保険者別の推計利
用者数を作成（推計人口が算出されていない福島県内の保険者を除く）。

【保険者別 2040年までの間にサービス利用者数が最も多い年】 【保険者別 2040年までの間にサービス利用者数が最も多い年の利用者数の増加率】

2040年
2035年
2030年
2025年
2018年
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2018 2025 2040

826万人
（12%）

6,665万人

940万人程度
（14~15%程度）うち

医療･福祉

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

20402040

1,070万人程度
（18~20%程度）

6,082万人

6,490万人
～（※）

5,245万人

6,024万人
～（※）

需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数

経済成⾧と労働参加が
適切に進むケース

6,024万人

974万人
（16%）

・ 改革により生産性が
向上し、

・ 医療・介護需要が
一定程度低下した場
合

（参考）

改革後の就業者数

2040年に向けたマンパワーのシミュレーション（平成30年5月21日）の改定

963万人

926万人
～

①多様な就労・社会参加

②健康寿命の延伸
⇒男女ともに３年以上延伸し、
75歳以上に

③医療・福祉サービス改
革
⇒単位時間当たりのサービス提供を
５％（医師は７％）以上改善
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36.1 

35.1 34.9 35.2 35.0 35.0 
35.7 

36.2 36.3 36.6 
37.0 37.3 

35.2 35.5 
36.1 

25.5 
25.0 25.2 25.5 25.5 25.4 25.6 

26.2 
26.7 

27.4 
28.3 

28.8 
29.3 

28.5 
29.3 

22

24

26

28

30

32

34

36

38

全産業平均（役職者抜き） 介護職員

賞与込み給与
（万円）

＋0.8万円

＋0.６万円

賃金構造基本統計調査による介護職員の賃金の推移

H27.4
処遇改善加算
を拡充

H29.4
処遇改善加算
を拡充

R1.10
特定処遇改善
加算を創設

R4.2~9
ベースアップ等
支援補助金

R4.10
ベースアップ等
支援加算を創設

H21.4
処遇改善に
重点をおい
た改定

H24.4
処遇改善交付
金を介護報酬
に組込み

H21.10～
H24.3
処遇改善
交付金
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※１ 公表されている直近の年までの数値で作成している
※２ 65歳以上伸び率は人口推計（総務省）の各年10月１日

増
減
率
（
％
）

※３ 物価上昇率は2020年基準消費者物価指数（総務省）の前度年比
※４ 賃金上昇率は毎月勤労統計調査（厚生労働省）のきまって支給する給与指数の前年度比であり、

1990年度までは30人以上の事業所、1991年度以降は５人以上の事業所が調査対象
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より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
（介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン）
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①職場環境の整備 ②業務の明確化と役割分担
(１)業務全体の流れを再構築

②業務の明確化と役割分担
(２)テクノロジーの活用

③手順書の作成

⑥OJTの仕組みづくり⑤情報共有の工夫④記録・報告様式の工夫 ⑦理念・行動指針の徹底

取組
前

取組
後

介護職員が
専門能力を発

揮

介護助手
が実施

介護職の業務が
明確化されて

いない

業務を明確化し、
適切な役割分担を
行いケアの質を向上

職員の心理的
負担が大きい

職員の心理的
負担を軽減

職員によって異なる
申し送り

申し送りを
標準化

帳票に
何度も転記

タブレット端末や
スマートフォンによる

データ入力（音声入
力含む）とデータ共有

活動している
職員に対して
それぞれ指示

インカムを利用し
た

タイムリーな
情報共有

職員の教え方
に

ブレがある

教育内容と
指導方法を統一

イレギュラーな
事態が起こると
職員が自身で
判断できない

組織の理念や行動
指針に基づいた
自律的な行動



特定技能制度における「介護技能評価試験」「介護日本語評価試験」の実施地点

カンボジア
プノンペン

インドネシア
ジャカルタ、スラバヤ、バンドン、

ジョグジャカルタ、メダン、スマラン、

デンパサール

ウズベキスタン
タシケント

タイ
バンコク

日本
４７都道府県

モンゴル
ウランバートル

ミャンマー
ヤンゴン、
マンダレー

インド
グルグラム
ベンガルール
ゴウハティ

スリランカ
コロンボ

フィリピン
マニラ、セブ、ダバオ

ネパール
カトマンズ、ポカラ

バングラデシュ

ダッカ

ベトナム
ハノイ、ホーチミン

7,937人

401人

290人

3,497人

7,411人
237人258人

126人

4,730人

38人

2,282人

※□の数字は、これまで
の介護分野の特定技能
外国人の数
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（兆円）

2018年度 2025年度 2040年度

医 療

年 金

介 護

子ども・子育て

その他

56.7

39.2

10.7
7.9
6.7

121.3

140.2～140.6

188.2～190.0

(21.5%)

(21.7～21.8%)

(23.8～24.0%)

59.9 73.2

①：47.8
②：68.5

①：66.7

②：47.4

15.3

25.8

7.7

9.4

10.0

13.1

(1.2%)

(1.2%)

(1.2%)

(1.4%)

(1.5%)

(1.7%)

(1.9%)
(2.4%)

(3.3%)

(10.1%)
(9.3%) (9.3%)

(7.0%)

(7.4%)

(7.3%)

(8.4%)

(8.7%)

188.5
～190.3
(23.8～
24.1%)

＜現状投影＞

（計画ベース）

24.6
(3.1%)

①：68.3

②：70.1
(8.6%)

(8.9%)

140.4
～140.8
(21.7～

21.8%)

＜現状投影＞

14.6
(2.3%)

①：48.7
(7.5%)

②：48.3
(7.5%)

（計画ベース）

ＧＤＰ ： 564.3兆円 645.6兆円 790.6兆円
保険料負担： 12.4% 12.6% 13.4～13.5%
公費負担 ： 8.3% 9.0% 10.1～10.2%

（経済ベースラインケース）

社会保障給付費の見通し
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ＧＤＰ：
1.4倍

医療：
1.7倍

介護：
2.4倍

年金：
1.3倍

医療：
1.2倍

ＧＤＰ：
1.14倍

年金：
1.06倍

介護：
1.4倍
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要介護認定率の比較（2015年、2020年）
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日本の社会支出は
OECD諸国平均より

多い

日本は中福祉低負担 給付の割に税や保険料の負担が少ない
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日本の国民負担率は
OECD諸国と比べると

低い

租税負担率

社会保障負担率

国民負担率の国際比較（対国民所得比、OECD加盟35カ国）
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高齢者

住まい

高度急性期

急性期医療

回復期医療

地域の支え合い＊

移動・公共交通

各種生活サービス

相談（地域包
括支援センター）

慢性期医療

介護施設

介護ｻｰﾋﾞｽ

介護予防

健康づくり

就労支援

社会貢献

地域包括ケアの縦軸と横軸

＊
・見まもり
・買い物
・通院の付き添い
・ごみの分別
・預金の引きおろし
・役場の手続きなど
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かかりつけ医

ケアマネジャー



食事
（栄養・口腔ケア）

身体活動
（運動・外出）

社会参加
（就労・社会活動）

①食事（低栄養防止等）
②歯科口腔の定期的な管理

①お友達と一緒にご飯を
②前向きに社会参加を

①たっぷり歩こう
②ちょっと頑張って筋トレ

市町村行政・住民活動の果たす役割が重要

フレイル予防
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体操等の通いの場のイメージ

体操等の「通いの場」
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